
注記（公債管理特別会計財務諸表）
　　
１．追加情報
（１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項
①事業の概要
府債の元利償還や将来の償還財源としての減債基金への積立、府債の発行に必要となるＩＲ活動などを行うため、一般会計から公債管理特別会計への繰出しを行っています。

　　②当該事業に関し説明すべき固有の事項
　　　　　○府債発行額・残高の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
	
	28年度
期末残高
	29年度
発行額
	29年度
元金償還額
	29年度
期末残高

	
各会計合算
	
6,121,954
	
679,313
	
739,032
	
6,062,221


           　・29年度期末残高は、中小企業高度化資金貸付金の29年度償還免除額14百万円を控除した額です。
  
　　　　　○地方債残高及び減債基金の表示
大阪府の新公会計制度では、建設事業等によって形成した固定資産に関する現役世代と将来世代の公平性を点検できるよう、会計別や事業別の貸借対照表に、固定資産の減価償却後の資産価値と将来世代の負担額（地方債残高）を対比させて表示します。










　　・資産の裏付けのある地方債
一般会計等では、建設事業などの地方債残高から毎年度の元金償還相当額を毎期減少させて、当該元金償還相当額は、満期一括償還までの間、公債管理特別会計の地方債残高に移し替えて計上します。
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資産（＝将来世代の便益）と
負債（＝将来世代の負担）を
対比して表示










　　・資産の裏付けのない地方債
　　　　　　　　　　　公債管理特別会計の貸借対照表には、臨時財政対策債などの資産の裏付けのない地方債（特別債）の地方債残高や減債基金積立額を表示します。
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	将来の負担（負債）と減債基金（資産）を対比して表示















以下の表のとおり、会計別財務諸表上の一部については、地方債残高が実際の残高と異なる金額で表示されています。
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○減債基金残高と積立不足額
　　　　　　　　　満期一括償還の方法により発行した地方債の償還のため、知事が定める償還計画に基づいて減債基金に積み立てられている金額に不足する額は、
               平成29年度末において1,896億円となっています。
　　　　　　
	減債基金
	臨時財政
対策債等
	その他
(臨財債等以外)
	小計
	繰上償還等
	合　計

	残　　　高
	2,698億円
	1,537億円
	4,235億円
	320億円
	4,555億円

	積立必要額
	3,345億円
	2,787億円
	6,132億円
	－　億円
	6,132億円

	積立不足額
	647億円
	1,249億円
	1,896億円
	



※臨時財政対策債等とは、税や交付税の代替として発行した府債のことで、臨時財政対策債、減税補塡債、臨時税収補塡債、減収補塡債の合計です。資産の裏付けのない地方債（特別債）との違いは、減収補塡債のうち地方財政法第５条に規定する建設地方債として発行されるものを含むことと、退職手当債を含まないことです
　（臨時財政対策債等残高：3兆2,661億円）。
※財務諸表においては、公債管理特別会計に、資産の裏付けのない地方債（特別債：臨時財政対策債や退職手当債等）の残高全額と、建設事業債など資産の裏付けのある地方債の残高の一部（移し替えた元金均等償還相当額）を計上しています。このため、実際の地方債残高と異なりますが、各会計合算の地方債残高は実際の残高と一致します（地方債残高：6兆622億円）。
※財務諸表においては、減債基金は全て公債管理特別会計に計上しています。















○臨時財政対策債等の償還に係る基準財政需要額の算入見込について
「臨財債等」の元利償還金については、後年度の普通交付税の基準財政需要額に全額算入されます（減収補塡債については、一部が算入対象外。）。
　　　　　　 国の基準財政需要額算入における償還ペースと府の償還ペースには差があり、概ね国の方が府の償還ペースに比べ早くなっていました（例えば、臨財債の国の償還ペースは据置期間を設けた上で、発行額の概ね半分を20年償還、残りを30年償還としています。これに対し、府は原則30年償還としていました）。
　　　　　　そのため、平成25年度新規発行分から、臨財債の府の償還ペースについては国の基準財政需要額算入の実態を踏まえ、据置期間無しで発行額の半分を20年償還とする見直しを行いました。この見直しにより、府の償還ペースの方が国に比べ早くなりました。
　　　　　　ただし、上記見直しを行う以前に発行した臨財債等については、府と国の償還ペースには差が生じています。
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※単位未満は、四捨五入を原則としたため、内訳の計と合計が一致しない場合があります。
　　　※1　　(ウ)基準財政需要額算入見込額とは、健全化判断比率（将来負担比率）を算定するため、国が示した算定様式を基に試算した額（見込値）です。　
　　※2　　(エ)算入対象外とは、減収補塡債の25%分（平成14年度以前は20%）及び、平成9年度不動産取得税、平成19年度所得割に係る減収補塡債です。




貸借対照表の負債の部に示す地方債残高等については、償還時に地方交付税による補塡措置が見込まれるものがあります。
その額を、普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入が見込まれる額として省令（地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則（平成２０年省令第８号））で定めるところにより算定した総額は2,940,016百万円で、内訳は次表のとおりです。
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会　　計 ： 公債管理特別会計
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基準財政需要額算入見込額

（単位：千円）

測定単位 算入見込額

1 道路橋りょう費 道路の延長 29,644,555

2 河川費 河川の延長 12,288,138

(1) 港湾費（港湾） 外郭施設の延長 2,147,179

(2) 港湾費（漁港） 外郭施設の延長 105,206

4 高等学校費 生徒数 1,591,925

5 衛生費 人口 29,522,275

6 高齢者保健福祉費 65歳以上人口 6,402,951

7 農業行政費 農家数 576,376

8 林野行政費 公有以外の林野の面積 59,353

9 地域振興費 人口 77,426,379

10 公債費 2,780,251,292

合計 2,940,015,629

（公債費内訳）

(1) 災害復旧費 2,304,986

(2) 補正予算債償還費（平成10年度以前許可債に係るもの） 15,378,992

(3) 26,573,236

(4) 地方税減収補塡債償還費 182,550,280

(5) 財源対策債償還費 143,463,040

(6) 減税補塡債償還費 82,603,138

(7) 臨時税収補塡債償還費 367,530

(8) 臨時財政対策債償還費 2,235,492,657

(9) 東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費 45,717,789

(10)地域改善対策特定事業債等償還費 －

(11)公害防止事業債償還費 43,951,423

(12)石油コンビナート等債償還費 －

(13)地震対策緊急整備事業債償還費 －

(14)被災者生活再建債償還費 1,557,276

(15)原子力発電施設等立地地域振興債償還費 290,945

2,780,251,292

※基準財政需要額に算入が見込まれる額は、各会計合算の地方債残高等との比較をすべきものである

（公債管理特別会計の地方債残高のみと比較すべきものではない）ことにご留意ください。

公　債　費　計

費目

3

10

補正予算債償還費（平成11年度以降同意(許可)債に係るもの）
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基準財政需要額算入見込額

（単位：千円）

測定単位 算入見込額

1 道路橋りょう費 道路の延長 29,644,555

2 河川費 河川の延長 12,288,138

(1) 港湾費（港湾） 外郭施設の延長 2,147,179

(2) 港湾費（漁港） 外郭施設の延長 105,206

4 高等学校費 生徒数 1,591,925

5 衛生費 人口 29,522,275

6 高齢者保健福祉費 65歳以上人口 6,402,951

7 農業行政費 農家数 576,376

8 林野行政費 公有以外の林野の面積 59,353

9 地域振興費 人口 77,426,379

10 公債費 2,780,251,292

合計 2,940,015,629

（公債費内訳）

(1) 災害復旧費 2,304,986

(2) 補正予算債償還費（平成10年度以前許可債に係るもの） 15,378,992

(3) 26,573,236

(4) 地方税減収補塡債償還費 182,550,280

(5) 財源対策債償還費 143,463,040

(6) 減税補塡債償還費 82,603,138

(7) 臨時税収補塡債償還費 367,530

(8) 臨時財政対策債償還費 2,235,492,657

(9) 東日本大震災全国緊急防災施策等債償還費 45,717,789

(10)地域改善対策特定事業債等償還費 －

(11)公害防止事業債償還費 43,951,423

(12)石油コンビナート等債償還費 －

(13)地震対策緊急整備事業債償還費 －

(14)被災者生活再建債償還費 1,557,276

(15)原子力発電施設等立地地域振興債償還費 290,945

2,780,251,292

※基準財政需要額に算入が見込まれる額は、各会計合算の地方債残高等との比較をすべきものである

（公債管理特別会計の地方債残高のみと比較すべきものではない）ことにご留意ください。

公　債　費　計

費目

3

10

補正予算債償還費（平成11年度以降同意(許可)債に係るもの）
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会    計   ：   公債管理 特別会計       注記（公債管理特別会計財務諸表）        １．追加情報   （１）その他財務諸表の内容を理解するために必要と認められる事項   ①事業の概要   府債の元利償還や将来の償還財源としての減債基金への積立、府債の発行に必要となるＩＲ活動などを行うため、一般会計から公債管理特別会計への繰出しを行ってい ます。        ②当該事業に関し説明すべき固有の事項         ○府債発行額・残高の状況                                          （単位：百万円）  

 28 年度   期末残高  29 年度   発行額  29 年度   元金償還額  29 年度   期末残高  

  各会計合算    6,121,954    679,313    739,032    6,062,221  

              ・ 29 年度期末残高は、中小企業高度化資金貸付金の 29 年度償還免除額 14 百万円を控除した額です。              ○地方債残高及び減債基金の表示   大阪府の新公会計制度では、建設事業等によって形成した固定資産に関する現役世代と将来世代の公平性を点検できるよう、会計別や事業別の貸借対照表に、固定 資産の減価償却後の資産価値と将来世代の負担額（地方債残高）を対比させて表示します。                    

